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　設定来の基準価額の推移
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、S&P500トータルリターン指数〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を

乗じて算出しております。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

※銘柄数は、新株等がある場合、別銘柄として

記載しております。

　ポートフォリオ構成比率

株式 96.1%

(内国内株式） (0.0%)

(内外国株式） (96.1%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 3.9%

98.8%

組入銘柄数 117銘柄 

マザーファンド組入比率

2021/9/27 1,000 円

2022/9/26 350 円

2023/9/26 1,000 円

2024/9/26 1,000 円

2025/9/26 1,000 円

設定来合計 8,200 円

　最近5期の分配金の推移

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 4.34% ▲ 2.57% 5.19% 21.99% 64.82% 371.38%

参考指数 ▲ 5.67% ▲ 5.90% 2.90% 23.08% 95.47% 662.09%

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※基準価額は1万口当たりです。

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.595％（税抜1.45％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 29,137 円

 純資産総額 162.3 億円

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/11）  552163
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　米国連続増配成長株マザーファンドの状況（1）

※銘柄は、新株等がある場合、別銘柄として記載しております。

比率は、米国連続増配成長株マザーファンドの純資産総額に対する組入比率です。

外国銘柄の日本語表記は、QuickFactSet、Bloombergを参照しております。

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式

　組入上位10銘柄

銘柄名 セクター 比率 銘柄概要

1 GEベルノバ 資本財 2.8% 
電力会社。発電、送電、制御、変換、蓄電分野の電力システムおよび
関連サービスの設計、製造、提供に従事する。世界各地で事業を展
開。

2 マステック 資本財 1.8% 

専門工事会社。多様な業界に対し、事業を展開する。公益事業と通
信事業のインフラ建設、敷設、保守、改良を手掛ける。送配電、ウィ
ンドファーム、ソーラーファーム、再生可能エネルギー、天然ガスな
どのインフラのほか、無線・有線通信事業にも注力。

3 ロス・ストアーズ
一般消費財・サービス流通・
小売り

1.7% 
廉価アパレルと家庭装飾品の2つのブランドストアを経営。ブラン
ドおよびデザイナー衣料、アクセサリー、履物、家庭用品などを割引
価格で提供する。米国で事業を展開。

4 アルファベット メディア・娯楽 1.7% 

子会社を通じ、ウェブベースの検索、広告、地図、ソフトウェア・アプ
リケーション、モバイルオペレーティングシステム、消費者コンテン
ツ、業務用ソリューション、eコマース、ハードウェア製品などを提供
する。

5 BWXテクノロジーズ 資本財 1.7% 
原子力装置および核燃料を提供。民間の原子力発電産業向けには
精密加工部品とサービスを提供する。技術、管理、用地の提供を通
じて、政府による複合施設の運用と環境復旧活動を支援する。

6 エクソンモービル エネルギー 1.6% 
石油・天然ガス生産会社。自動車、トラック、航空、海運業界向け
に、探鉱・生産統合燃料、潤滑油、化学品、精製製品を提供する。世
界各地で事業を展開。

7 ウォルマート 生活必需品流通・小売り 1.5% 

小売スーパー・チェーン。ディスカウントストア、スーパーセンター、
および住宅隣接型の店舗を経営する。主な販売商品は、衣料品、家
庭用品、小型家電、電子機器、楽器、本、リフォーム用品、靴、宝石
類、子供服、ゲーム、家事用具、ペット、医薬品、パーティーグッズ、
および自動車用工具など。世界各地で事業を展開。

8 CHロビンソン・ワールドワイド 運輸 1.4% 
物流会社。貨物、サプライチェーン、物流サービスを手掛ける。世界
各地で事業を展開。

9 ロイヤル・カリビアン・クルーズ 消費者サービス 1.4% 
グローバル・クルーズ会社。バケーション用クルーズ客船を運航す
る。低価格クルーズから豪華客船までさまざまなブランドのクルー
ズ・コースを提供する。

10 コカ・コーラ 食品・飲料・タバコ 1.3% 
清涼飲料メーカー。ソフトドリンク濃縮液およびシロップの製造、販
売、流通に従事する。果汁および果汁飲料製品も手掛ける。世界各
地の小売店および卸売業者に製品を販売。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/11）  552163
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　米国連続増配成長株マザーファンドの状況（2）

　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境と今後の見通し＞

3月の米国株式市場はほぼ一本調子で下落しました。米国とイスラエルがイランを攻撃しました。原油・天然ガス輸送の要衝であるホルム

ズ海峡が事実上の封鎖状態となり、原油価格が大幅に上昇したことを受けて、実体経済や企業業績が悪影響を受けるという懸念が広がり

ました。当初は短期間で事態が収束に向かうとの観測がありましたが、イラン側の反撃が予想以上に続いたため、中東情勢の悪化が長期化

するのではないかとの懸念が台頭しました。経済面では、2月の雇用統計で非農業部門の雇用者数が前月から大幅に減少したことや、米連

邦公開市場委員会（FOMC）などを受けて利下げ期待が後退したことが、悪材料視されました。

業種別では、エネルギーの上昇率が高く、市場をアウトパフォームしました。一方、資本財・サービスやコミュニケーション・サービス、ヘルス

ケアなど多くの業種が月間でマイナスとなりました。

為替市場では、円は米ドルに対して下落する円安の動きとなりました。このため、基準価額騰落率にプラスに影響しました。

今後の米国株式市場は不安定な相場が続くと予想します。目先の株価は、中東情勢に左右されるでしょう。原油価格の上昇による実体経

済や企業業績への影響は気がかりですが、今年の増益率は昨年と同程度の高い伸びになると見ており、中東情勢が落ち着けば株価は再び

高値を目指すと予想します。リスク要因は景気の停滞と物価の上昇が同時に進行する局面における金融政策姿勢であり、利上げが選択さ

れる場合には株価は大幅に調整する可能性があります。

＜運用経過と今後の運用方針＞

3月の運用は、長期にわたって連続して増配している企業および中長期的な成長が期待される企業などの株式を組入れたポートフォリオ

で運用しました。投資行動としては、資本財株や公益事業株、医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス株にウェイト付けしたポートフォ

リオで運用しました。個別には、投資助言を参考に食品・飲料・タバコ株や素材株などを売却する一方、資本財株や保険株などを新規に買付

けました。

今後の運用方針は、ファンドの基本方針に基づき、りそなアセットマネジメント株式会社からの投資助言を参考に、投資環境や業績動向な

どを勘案して銘柄選別を行います。財務の健全性が高く、安定的なキャッシュフローの拡大が期待できる資本財株や公益事業株、医薬品・

バイオテクノロジー・ライフサイエンス株のウェイト付けを継続します。また、独自に成長性を有する一般消費財・サービス株や金融サービス

株のウェイト引上げを図る方針です。

※比率は、米国連続増配成長株マザーファンドの純資産総額に対する組入比率です。

　組入上位10セクター

セクター名 比率

1 資本財 10.9%

2 公益事業 10.7%

3 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 7.6%

4 ヘルスケア機器・サービス 7.2%

5 金融サービス 6.8%

6 ソフトウェア・サービス 6.6%

7 生活必需品流通・小売り 5.1%

8 素材 4.8%

9 食品・飲料・タバコ 4.6%

10 テクノロジー・ハードウェアおよび機器 4.6%

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/11）  552163



　ファンド情報

設　定　日 2013年9月26日

償　還　日 2045年9月26日

決　算　日 毎年9月26日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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　投資リスク（1）

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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　投資リスク（2）

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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　お申込みメモ

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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　ファンドの費用

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

アイザワ証券株式会社 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

共和証券株式会社 関東財務局長（金商）第64号 ○ ○

極東証券株式会社 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

Ｊトラストグローバル証券株式会社 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

JPアセット証券株式会社 関東財務局長（金商）第2410号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

島大証券株式会社 北陸財務局長（金商）第6号 ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

大山日ノ丸証券株式会社 中国財務局長（金商）第5号 ○

東海東京証券株式会社 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 近畿財務局長（金商）第25号 ○

ニュース証券株式会社 関東財務局長（金商）第138号 ○ ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

北洋証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

丸國証券株式会社 関東財務局長（金商）第166号 ○

三木証券株式会社 関東財務局長（金商）第172号 ○

三田証券株式会社 関東財務局長（金商）第175号 ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

豊証券株式会社 東海財務局長（金商）第21号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

ＪＩＡ証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について（1）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

大阪信用金庫 近畿財務局長（登金）第45号

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

遠賀信用金庫 福岡財務支局長（登金）第21号

株式会社関西みらい銀行 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社北日本銀行 東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

佐賀信用金庫 福岡財務支局長（登金）第25号

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社静岡中央銀行 東海財務局長（登金）第15号 ○

城北信用金庫 関東財務局長（登金）第147号 ○

白河信用金庫 東北財務局長（登金）第36号

但馬信用金庫 近畿財務局長（登金）第67号

東春信用金庫 東海財務局長（登金）第52号

株式会社徳島大正銀行 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社トマト銀行 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

長岡信用金庫 関東財務局長（登金）第248号

奈良信用金庫 近畿財務局長（登金）第71号 ○

播州信用金庫 近畿財務局長（登金）第76号 ○

兵庫信用金庫 近畿財務局長（登金）第81号 ○

株式会社福岡中央銀行 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社豊和銀行 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社北洋銀行 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行(委託金融商品取引
業者：北洋証券株式会社)

北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

三島信用金庫 東海財務局長（登金）第68号

米沢信用金庫 東北財務局長（登金）第56号

株式会社りそな銀行 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について（2）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

＊2026年4月1日付で「一般社団法人日本投資顧問業協会」から「一般社団法人資産運用業協会」に名称変更しました。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/11）  552163
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米国連続増配成長株オープン（愛称 女神さま・オープン）
追加型投信／海外／株式

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願い
します。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証する
ものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものでは
ありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通り
の運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありませ
ん。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（11/11）  552163


